
B

(R7) (R2)

維持 18.4 私立専修学校授業料等減免事業費補
助金

私立専修学校進学率 ％ 継続
(R3)

21.1
175,559 146,535 B私立専修学校9

(R3)

92.3

施策２

障害児を２名以上受け入れている私立幼稚
園の割合

障害児を２名以上受け入れている私立幼稚
園の割合

2

施策２

長期休業日における私立幼稚園の預かり
保育未実施園数

課題１
私立学校における幼児教育・保育サー
ビスの充実

私立幼稚園数

99.4

9

2

校

3

92.3

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

(R3)

施策１ 課題１ 私立学校における経営の健全性の確保

(R3)(R2)

現状維持

（R3）

集計中

(R2)

園

集計中

校

0

建学の精神を尊重した私学の振興 1

私立学校における子育て支援の充実

2

(R2)
3

100

％(位)
全国上位

(R3)

64

100

0

私立幼稚園の耐震化率

(R2)

9

％

2

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 総務課 職

現状値
評価

（年度）

(R3) (R2) (R3)

現状維持

目標値
（年度）

B

（年度）

私立高等学校数

（R3） (R2)
私立小中学校数 校

現状維持

(R3)

88.9

84.6

施策 課題 成果指標 対象

中村　博之

評価者 組織 総務課 職 氏名 中村　博之

課長

課長

氏名

63

現状値

(R3)

(R3)

集計中

(R7)

施策の目標 成果指標 単位

校私立学校数

施策１ 高等学校進学率

％

(R3)

目標値
（年度）

評価課題に対する主な取り組み

(R2)

事業の
有効性

3,180,165 継続1 私立高等学校経常費補助金 私立高等学校 B3,180,170 

1 園
(R3)

％

今後の
方向性（年度） （年度）

単位 事務事業
（千円）

予算 決算

（千円）

B 継続
3

2 私立小中学校経常費補助金 私立小中学校 162,989 162,989 
(R3)

私立専修学校数 校

継続
26

3 私立幼稚園経常費補助金 私立幼稚園
(R3)

677,353 B677,365 
現状維持 27

（R3） (R2)

継続
25

4 私立専修学校経常費補助金 私立専修学校
(R3)

97,521 97,521 B

継続
集計中

5 私立幼稚園教育環境整備費補助金 私立幼稚園
(R3)

12,369 12,369 B

集計中
6高等学校進学率 ％(位)

私立幼稚園の耐震化率 ％課題２
私立学校における教育環境の維持・向
上

100 84.6

(R3) (R2)

現状維持 26

（R３） (R2)

B

私立学校
全国上位

私立高等学校等就学支援金

7 私立高等学校授業料軽減補助金

99.4

(R2)
課題３

私立学校における修学上の経済的負担
の軽減

1,752,705 1,750,739 
(R7) (R3)

143,557 143,337 
 

私立学校

B
 

8 教育費負担軽減奨学金 私立学校

15,454 

継続B87,024 
88.9

87,024 
(R3)

11 私立幼稚園障害児就園対策費補助金 私立幼稚園
100

(R2)

継続

継続

継続

継続B私立幼稚園預かり保育推進費補助金 私立幼稚園

91,004 90,729 

B

10
長期休業日における私立幼稚園の預かり
保育未実施園数

10,929 
(R3) (R2) (R3)

集計中
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事業の背景・目的

私立高等学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上の経済
的負担の軽減を図るとともに私立学校の経営の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における生徒数を基準に、一般分と特色分を勘案し各学校に補助金を交付する。

一般分（国庫補助単価及び交付税単価） → 生徒数に対応
特色分（県単上乗せ単価） → 特色教育実施実績に対応

（学校の地域貢献、人権教育、読書活動の推進等）
対象校　　９校

（令和3年度補助金の積算根拠）

これまでの見直し状況
日本私立学校振興・共済事業団、私立学校教職員退職金社団に対する交付税措置分が、経常費補助

金の交付税単価に含まれている。これをＨ１７よりＨ１９まで経常費補助金予算単価から段階的に控除した。
Ｈ２０においては、特色教育の配分方法を一部見直しした。

補助単価の推移（平均） 単位：円

対前年度
増減額

４，０５６４，００２ ４，３１０ ３，８７２ ４,２６２ ４,４１４ ４，１４８

単　価 ３８２，１８６３５７,１２４ ３６１,４３４ ３６５,３０６ ３６９,５６８ ３７３,９８２

2,584,210 2,743,941 2,729,3692,655,637

3,202,757 3,180,165
3,220,733

平成30年度

2,774,401

3,202,762

2,758,915 2,723,431

令和2年度 令和3年度
3,180,170

3,012,309 3,107,323 3,220,727

令和元年度

　補助金交付により私立高等学校の経営が安定し、また、補助金
検査を通じた指導等により、学校の運営の適正化を図ることがで
き、ひいては私立高等学校に在籍する生徒の教育が有効に実施
されたといえる。
　私立高等学校数については維持が図られた。
（Ｒ２：9校→Ｒ３：9校）

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、私立高
等学校の助成に継続して取り組む。

一般分 ：　単価　３３４，９４４円　　×　　定員内実員　　８，２９８人　　＝　　２，７７９，３６６千円

Ｒ３Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

51,393,766

B

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

評価
54,596,52345,065,716

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

事業費累計

　　　  　　            　　　　　　　　　　　　　          　計　　　　　　 　　　 　　　　 ３，１７１，３８０千円

特色分 ：　単価　　４７，２４２円　　×　　定員内実員　　８，２９８人　　＝　　　　３９２，０１４千円

３７８，１３０

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 私立高等学校経常費補助金
事業開始年度 昭和４３年度 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
根拠法令
・計画等

予算 2,594,131 2,676,287

私立学校における経営の健全性の確保

項目 評価 左記の評価の理由

57,776,68848,173,039
決算 2,717,842

令和元年度

事業費

99 9

一般
財源

（単位：千円） 平成29年度

事業費
予算 3,012,314 3,107,329
決算

平成30年度

単位指標

現状維持

内線

B
　
校

目標値 現状値
令和3年度 平成29年度

9 9

施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価

令和3年度

私立高等学校数
課題

令和2年度

総務課

私立学校振興助成法
職・氏名 専門員　　島田　将也
電話番号 076 225 3368

施策・課題の状況

1233
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事業の背景・目的

私立小中学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上の経済
的負担の軽減を図るとともに私立学校の経営の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における生徒数を基準に、各学校に補助金を交付する。

対象校 小学校 １校
中学校 ２校

(令和３年度補助金の積算根拠）

小学校 単価３２５，１２８円 × 定員内実員 １１９人 ＝ 　３８，６９１千円

中学校 単価３２７，０９１円 × 定員内実員 ３５９人 ＝ １１７，４２６千円
 　 １５６，１１７千円

これまでの見直し状況

　 日本私立学校振興・共済事業団、私立学校教職員退職金社団に対する交付税措置分が、経常費補助
金の交付税単価に含まれている。これをＨ１７よりＨ１９まで経常費補助金予算単価から段階的に控除した。

Ｈ２０においては、県単上乗せ額の約８％を削減した。

補助単価の推移 単位：円

対前年度
増減額

303,223 306,972 310,441 314,896 318,659

単価
312,270

4,229 3,7633,749

4,444

4,455

301,339

2,657 3,010

303,996 307,006

3,469

事業費
決算

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、私立小
中学校の助成に継続して取り組む。

93,398

B

2,215,320

3
平成29年度 平成30年度 令和元年度

131,103
109,935 131,103

33

令和2年度

2,360,504

左記の評価の理由

1,966,379 2,084,217

109,932
予算 145,186

117,838

Ｒ３Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

　補助金交付により私立小中学校の経営が安定し、また、補助金
検査を通じた指導等により、学校の運営の適正化を図ることができ
たといえる。
　私立小中学校数については維持が図られた。
（Ｒ2：3校　⇒　Ｒ3：3校）

予算一般
財源 決算

94,563

2,523,493
評価

111,01699,974

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

Ｒ１ Ｒ２Ｈ３０

項目 評価

事業費累計

162,989117,838
令和3年度

123,034 138,219
101,404 112,821 124,941 139,438

平成30年度 令和元年度

162,989145,184

施策
私立学校における経営の健全性の確保

事業費
（単位：千円） 平成29年度

　

3

校

令和3年度

建学の精神を尊重した私学の振興
課題

令和2年度
現状値

指標 私立小中学校数 単位

評価 B

目標値
令和３年度

3現状維持

3368

施策・課題の状況

総務課

私立学校振興助成法
専門員　　島田　将也

内線1233076

組　　織

電話番号 225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 私立小中学校経常費補助金

事業開始年度 昭和４３年度
根拠法令
・計画等

職・氏名
作
成
者

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

321,665

4,293

316,931

322,952

325,128

327,091

4,139

5,264 4,661 4,734 3,463
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事業の背景・目的

私立幼稚園における教育条件の維持及び向上並びに私立幼稚園に在園する園児に係る修学上の
経済的負担の軽減を図るとともに、幼稚園経営の健全性を高め、私立幼稚園の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における園児数を基準に、一般分と特色分を勘案し各学校に補助金を交付する。

一般分（国庫補助単価及び交付税単価） → 園児数に対応
特色分（県単上乗せ単価） → 特色教育実施実績に対応

対象園　２６園

（令和３年度補助金の積算根拠）

これまでの見直し状況
１  国の経常費補助金の交付税単価には、日本私立学校振興共済事業団補助及び
　私立学校教職員退職金社団補助分がふくまれているが、当県では既に他の事業で
　補助をしていることから、H１７～１９年度の経常費の補助単価より段階的に控除した。
２　H20年度から途中入園の満３歳児の県単上乗せ（県単分の約7％に相当）を廃止した。
３　H21年度から県単上乗せ額の約５％（10百万円）を削減し、その1/2を財源として、
　国庫補助を活用した新規事業（子育て支援推進費補助金）を創設。
４　子ども・子育て支援新制度に移行した園については対象外とする。
５　幼稚園教員の処遇改善にかかる支援を追加（H29～R１まで）
（補助単価の推移）

一般分 ：　単価　１８６，４９１円　　×　　定員内実員　　３，５２０人　　＝　　　　　６５６，４４８千円
特色分 ：　単価　　２４，７８０円　　×　　定員内実員　　３，０１７人　　＝　　　　　　７４，７６２千円

一般
財源

評価

決算 997,662

677,365750,828
883,820 750,815 677,353

事業費
予算 1,169,907 982,643
決算

883,891
1,168,401 980,345

Ｒ２

平成29年度

197,379

Ｂ

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ
の事業が課
題解決に役
立ったか）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取
り組むの

か）

Ｈ２８

1,629

Ｒ３

1,802

継
続

2,7061,559

Ｈ３０

単位：円

Ｒ１

2,294

207,730205,436203,634 　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、私
立幼稚園の助成に継続して取り組む。

25,912,877 26,796,697
　　　  　　            　　　　　　　　　　　　　          　計　　　　　　 　　　 　　　　 　　７３１，２１０千円

1,990

Ｈ２９

2,563

Ｈ２７

対前年度
増減額

単　価
(平均)

195,750 198,938 201,644

左記の評価の理由

762,628 646,601 579,763

　子ども・子育て支援新制度への移行等により、助成対象は
減少したものの、幼稚園児の大半が学ぶ私立幼稚園に対して
助成することにより、幼稚園の教育条件の向上、経営の健全
化を高め、もって私立幼稚園の健全な発展に大きな役割を果
たしている。

28,224,865事業費累計 24,932,532

評価項目

27,547,512

予算 1,005,637
835,297
844,662

751,729 637,196 575,784

（単位：千円）平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

27
令和３年度

※子ども・子育て支援新制度へ移行したことにより経常費補助金の対象外
　となった幼稚園の数　H28→H29：6園、H29→H30：7園、H30→R1：4園、
　　　　　　　　　　　R1→R2：3園、R2→R3：1園

令和3年度

現状値

評価
課題

校

事業費

現状維持 42

単位

令和2年度
30

令和3年度
2635

平成30年度 令和元年度

指標 私立幼稚園数
私立学校における経営の健全性の確保 　

目標値

事務事業名 私立幼稚園経常費補助金
事業開始年度 昭和４３年度

根拠法令
・計画等

私立学校振興助成法

B

内線076 225

施策・課題の状況
施策 建学の精神を尊重した私学の振興

電話番号

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233

作
成
者

組　　織 総務課
専門員　杉本　聡子

3367
職・氏名
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事業の背景・目的

事業の概要

《配分対象校》

※準学校法人…専修学校又は各種学校の設置のみを目的とする法人

（令和３年度補助金の積算根拠）
○専門・一般・高等課程（大学入学資格付与校以外）

単価　２７,１００円　×　定員内実員　３,４５３　人　　＝　 ９３，５７７千円

○高等課程（大学入学資格付与校）
単価  ３５,９００円　×　定員内実員 ０人　＝　０円

　　
これまでの見直し状況

補助単価を他県の動向を勘案しながら見直している。

（補助単価の推移）

専門・一般・高等課程（大学入学資格付与校以外）
Ｈ１３ (26,000円) → Ｈ１４ (27,500円) → Ｈ１５ (29,000円 ) 
→ Ｈ１６ (29,500円 ) → Ｈ２０～ (27,100円 ) 

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、私
立専修学校の助成に継続して取り組む。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

B

継
続

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

学校法人立及び準学校法人立（※）の専修学校　　２５校

　高校生による進学の選択肢の１つとなっている私立専修学
校における教育条件の維持及び向上、私立学校の経営の健全
性を高めるための施策として有効である。
　専修学校の数については、おおむね維持が図られている。
　（R2年度：26校　→　R3年度：25校　→　R4.4：26校）

92,129

評価
項目 評価 左記の評価の理由

97,521
96,602

1,594,2511,496,7301,307,999事業費累計 1,211,156 1,400,128
96,843

96,602 97,521
97,521

平成29年度

96,60292,129

84,622 92,129
84,622

96,843
96,843

令和2年度
96,602 97,521

令和3年度

予算
84,622

92,129

平成30年度（単位：千円）

84,622

事業費
予算

一般
財源

決算

決算

96,843
令和元年度

事業費

現状維持 26 26
令和2年度令和元年度

26 26

　

作
成
者

課題

目標値
指標

現状値
令和３年度 平成29年度

評価
私立学校における経営の健全性の確保

令和3年度
25

私立専修学校数

平成30年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
根拠法令
・計画等

私立学校振興助成法
電話番号

組　　織
私立専修学校経常費補助金

事業開始年度 昭和５５年度
職・氏名

　毎年５月１日現在における在籍生徒数を基準に、各専修学校に補助金を交付する。

総務課

1233
主事　加藤　美果

施策

3370

施策・課題の状況
B

　私立専修学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上
の経済的負担の軽減を図るとともに私立学校の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に
資する。

内線225

建学の精神を尊重した私学の振興

事務事業名

校単位

076
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事業の背景・目的

私立幼稚園の教育施設の整備を促進することにより、私立幼稚園の教育条件の維持向上を
図る。

事業の概要

私立幼稚園が耐震補強工事、アスベスト対策工事、危険園舎改築、老朽園舎改築及び園舎
改修をする場合に、これらに係る経費の一部について助成する。

これまでの見直し状況

補助対象事業の廃止
平成１９年度（国庫対象 ）

老朽園舎の改築で、国の予算等で不採択になった場合の補助制度の廃止
平成２０年度（国庫対象外）

教育設備に対する補助制度の廃止
平成２６年度（国庫対象外）

補助限度額の見直し（5,000千円→2,000千円）
平成２８年度（国庫対象）

防犯対策工事の追加
令和３年度（国庫対象）

園舎改築に、コロナウイルス感染症予防のための環境整備が対象に追加

1,565,059

5,137
6,472 12,369

12,369
6,472

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

B

　目標の耐震化率100％には至っていないものの、本事業に
より、耐震化をはじめ、老朽園舎・危険園舎の改築、防犯
対策など、安全で充実した教育環境の促進を図ることがで
き、私立幼稚園の教育条件の改善に一定の効果がある。
（R3実績）
　・園舎改修：8法人　12,369千円
　　耐震化率　R2： 84.6％　→R3：集計中
　　　　　 　（44棟／52棟）

　施設が経年劣化していく中で、安全で充実した教育環境
を維持するため、ハード面での改善について継続して取り
組む。
　耐震工事未実施の幼稚園に対し、工事実施の働きかけを
粘り強く行い、耐震化率を上げる。

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

6,102
1,576,298 1,582,770 1,595,139

評価
項目

一般
財源

予算
5,137 6,472

評価

7,791
決算

左記の評価の理由

1,571,161
12,369

6,102 5,137

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

指標 私立幼稚園の耐震化率

事業費
平成29年度

組　　織
専門員　杉本　聡子

平成30年度 令和元年度

施策・課題の状況

225

総務課
職・氏名

内線

作
成
者 電話番号 076 33671233

単位

令和３年度 平成29年度

事務事業名 私立幼稚園教育環境整備費補助金
事業開始年度 昭和３６年度

根拠法令
・計画等

石川県私立幼稚園教育環境整備費補助金交付要
綱

B
課題

建学の精神を尊重した私学の振興施策 評価
私立学校における教育環境の維持・向上 　

令和3年度令和2年度

12,369
6,102

7,751

（単位：千円）

事業費
予算 7,791
決算

5,137 6,472
6,102

7,751
事業費累計

84.6 集計中100 87.9 84.5

％

令和3年度
目標値

平成30年度 令和元年度 令和2年度
現状値

85.2

国 県 園

１事業4,000千円以上かつ

　　（Is値0.7未満またはIw値1.1未満） 1/3 1/6 1/2

　　（Is値0.3未満またはIw値0.7未満） 1/2 1/6 1/3

アスベスト対策工事 １事業4,000千円以上

危険園舎改築

老朽園舎改築

園舎改築 感染症対策のための環境整備

防犯対策工事 １事業1,000千円以上 1/3 1/6 1/2

－

区分

国庫対象外 園舎改修 １事業3,000千円以上 － 1/3 2/3

国庫対象 Is値0.7未満またはIw値1.1未満であること、若
しくは、国の建築経過年数基準（木造24年、RC
造50年）または耐力度基準（木造5,500点、RC造
5,000点）に該当

1/6 1/2

補助対象事業

2,000千円

1/3

補助要件
負担割合

限度額

耐震補強工事
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事業の背景・目的

事業の概要

１　 対 象

２　支 給 金 額

３　経 費 の 内 訳
・高等学校等就学支援金 1,836,278千円
・学び直しへの支援金 　　1,526千円
・高等学校等就学支援金事務費 　  9,365千円　 計：1,847,169千円

４　実 施 方 法
(1)高等学校等に在籍する生徒がいる世帯が、学校の設置者を通じて県に申請
(2)県は、各校からの申請をとりまとめて国へ交付申請
(3)県が国からの交付決定及び交付金を受領し、学校設置者へ交付決定の通知及び支援金の
     支給を行う　
(4)学校設置者は、保護者に代わって就学支援金を受給（代理受領）し、授業料に充当する

これまでの見直し状況
Ｈ２２年度:国の公立高校無償化に伴い、本制度が開始された。
Ｈ２６年度:所得制限を導入するとともに、加算支給の対象世帯・金額が拡大される。
　　　　　　　「学び直し支援金制度」を導入し、途中退学後の再入学者へ支援を開始
R２年度　：加算支給上限額の引き上げ

目標値

　

標準額（国公立の高等学校における授業料年額の相当額）…118,800円/年(9,900円/月)

・年収約590万円未満程度の世帯に対しては、授業料の全額を補助する。但し、私立高等
学校の平均授業料を勘案した水準（396,000円/年）が上限となる。

私立高等学校等に在籍する生徒がいる世帯のうち保護者の合計年収が910万円未満程度の世帯

現状値
平成29年度

1,750,739

99.4 99.4
令和3年度令和元年度 令和2年度

1,752,705

集計中

令和2年度

全国上位

1,229,364

（全国2）

令和3年度
1,219,576

事務事業名

事業費
予算

99.5

（単位：千円）
事業費

（全国4）

　家庭の状況にかかわらず、全ての意志のある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつ
くるため、私立高校生等のいる世帯に対して、国公立高校授業料相当額（低所得世帯に対して
は増額）を助成することにより、世帯の教育費負担を軽減する。

平成30年度

指標

作
成
者

課題
高等学校進学率

令和７年度

3370

施策・課題の状況
評価

私立学校における修学上の経済的負担の軽減

99.4

076

％（位）

（全国4） （全国3）

根拠法令
・計画等

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

B

単位

建学の精神を尊重した私学の振興

私立高等学校等就学支援金
事業開始年度 平成２２年度 総務課

高等学校等就学支援金の支給に関する法律
職・氏名

225

施策

1233 内線

組　　織
主事　加藤　美果

電話番号

・対象高等学校数　：　１２校
　　私立高等学校 　　 １０校（全日制 ９校、通信制 １校（アットマーク国際高））
    私立高等専門学校　　１校 (国際高等専門学校（１～３学年））
　　各種学校            １校（小松准看護学院（国家資格者養成施設）)

0

令和元年度平成30年度
1,725,412

0 0 0

1,219,732
1,228,254 1,218,517

0

平成29年度

1,218,091 1,725,249決算
0

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

B

評価
13,150,817

一般
財源 0決算

0予算

14,901,5568,988,960
0

0

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

　教育に係る経済的負担の軽減により、教育の実質的機会均
等を図るため、今後も継続して支援する。

事業費累計 11,425,568・標準額については、高等学校等の種類及び課程その他の区分に応じて政令で定める。

項目 評価

　本県高校生の約３割が在籍する私立高校において、学ぶ意
思のあるすべての高校生に対して国公立高校授業料相当額
（低所得世帯に対しては増額）を助成することにより、保護
者の経済的負担の軽減を図り、もって、生徒の修学の機会を
確保することに大きな役割を果たしている。

左記の評価の理由

10,207,477
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事業の背景・目的

事業の概要

１　対 象
①県内の私立高等学校（対象校：９校）に在籍する高校生がいる年収約590万円から

約730万円未満程度の世帯で、原則県内に生活の本拠（住所）を有する保護者
②県内の私立高等学校（対象校：９校）に在籍する高校生がいる世帯で、家計急変により

低所得世帯（年収約350万円未満）となり、原則県内に生活の本拠（住所）を有する
保護者

２　支 給 金 額
①
②

３　実 施 方 法
(1)高等学校に在籍する生徒がいる世帯が、学校の設置者に申請
(2)学校設置者は、補助要件に該当する生徒の申請に基づく授業料軽減の実施計画に
　　より、県へ補助金交付申請
(3)県が学校設置者の授業料軽減計画に基づき補助の交付決定をし、学校設置者へ
     概算払いにより補助金を支給
(4)学校設置者は、県の交付決定を受けて、授業料軽減の措置を実施

これまでの見直し状況

Ｈ２２年度：国の就学支援金制度の開始に伴い、補助対象要件等を見直し
Ｈ２６年度：国の就学支援金制度における加算支給の対象世帯・金額の見直しに伴い、
　　　　　　補助対象要件等を見直し
Ｒ　２年度：国の就学支援金制度における加算支給上限額の引き上げに伴い、補助対象要件等
　　　　　　を見直し

専門員　島田　将也
076 225 3368

B

1233 内線

授業料年額から就学支援金を差し引いた額の１/２に相当する額

目標値

事業費

99.5 99.4

115,923 127,819

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
99.4

全国上位
99.4

事業費

135,112

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 私立高等学校授業料軽減補助金
事業開始年度 昭和４９年度 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織

電話番号
職・氏名

総務課

施策・課題の状況
施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価

根拠法令
・計画等

私立高等学校授業料等軽減補助金交付要綱

令和3年度

私立学校における修学上の経済的負担の軽減 　
％（位）

私立高等学校における授業料の軽減等を行うことにより、生徒の保護者の経済的負担の軽減を
図る。

課題
指標 高等学校進学率 単位

現状値

集計中
（全国2） （全国4） （全国4）

令和７年度

143,557
決算 115,923 127,819 138,040 134,771

令和元年度 令和2年度

（全国3）

（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和3年度

143,337
予算 116,302 127,996 138,325

143,508
決算

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

　教育に係る経済的負担の軽減により、教育の実施的機会均
等を図るため、今後も継続して支援する。

138,040 134,620 143,289
予算 116,302 127,996 138,325 134,961一般

財源
授業料年額から就学支援金を差し引いた額の全額又は１/２に相当する額 事業費累計 2,407,561 2,535,380 2,673,420

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

B

　本県高校生の約3割が在籍する私立高校において、国就学
支援金による支援に加えて、県独自の授業料軽減（家計急変
世帯には全額免除を含む）支援を行うことにより、保護者の
経済的負担の軽減を図り、もって、生徒の修学の機会の確保
に役割を果たしている。
　Ｒ３実績：1,708人（Ｒ２実績：1,565人）

2,951,528
評価

項目 評価 左記の評価の理由

2,808,191
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事業の背景・目的

事業の概要

【支給要件】

・保護者等の市町村民税所得割が非課税であること

・保護者等が石川県内に在住していること

・７月１日に高等学校等就学支援金対象校に在学していること

【支給額】

・生活保護受給世帯 ５２,６００円（年額）

・市町村民税所得割非課税世帯（全日制・第１子） １２９，６００円（年額）

・市町村民税所得割非課税世帯（全日制・第２子） １５０，０００円（年額）

・市町村民税所得割非課税世帯（通信制） ５０，１００円（年額）

【補助率】
国補助　１／３ 県負担　２／３

これまでの見直し状況

令和元年度

　経済的理由により修学困難な私立高等学校等生徒に対して、教科書費等の支援を行うことにより、生徒の保
護者の経済的負担の軽減を図る。

225

令和2年度

決算

1233

　本県高校生の約3割が在籍する私立高等学校において、低所得
世帯に対する教育費の助成を行うことにより、保護者の経済的負
担の軽減を図り、私立高等学校に在籍する生徒の修学の機会を
確保することに大きな役割を果たしている。
　Ｒ3実績：732人（R2実績：694人）

　保護者の経済的負担の軽減を図り、修学の機会を確保するた
め、今後も継続して支援する。

H26より市町村民税所得割非課税世帯に対し、第1子と第2子以降で給付額が異なる国庫補助金が創設された。
H27より第１子の単価が増額（全日制38,000→39,800円）、生活保護受給世帯の通信制が対象に加えられた。
H28より第１子の単価が増額（全日制39,800→67,200円）された。
H29より第１子の単価が増額（全日制67,200→84,000円）された。
H30より第１子の単価が増額（全日制84,000→89,000円）された。
R1より第１子の単価が増額（全日制89,000→98,500円）された。
R2より第１子の単価が増額（全日制98,500円→103,500円）された。
Ｒ3より生活保護受給世帯除く市町村民税所得割非課税世帯（全日制第１子、第２子、通信制）において
単価が増額された。
（全日制第１子103,500円→129,600円　全日制第2子138,000円→150,000円　通信制38,100円→50,100円）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

B

評価

単位

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 教育費負担軽減奨学金
事業開始年度 平成２６年度 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 総務課
根拠法令
・計画等

石川県教育費負担軽減奨学金交付要綱
職・氏名 専門員　　島田　将也
電話番号 076 3368

79,912 76,105 71,055

平成29年度

内線

B

（全国2） （全国４） （全国４）

施策・課題の状況
施策 建学の精神を尊重した私学の振興
課題

令和3年度

指標 高等学校進学率

99.4

％（位）
目標値 現状値

令和7年度 平成29年度 平成30年度

303,126 374,181

一般
財源

予算

令和3年度

99.4 99.4 集計中99.5

60,487

令和2年度

48,861

71,055 92,975
92,486

（全国3）

事業費

91,004予算 79,912 76,105
（単位：千円）

47,371
60,67050,737

私立学校における修学上の経済的負担の軽減

左記の評価の理由

227,021

　

466,667事業費累計
決算

90,729

53,275 50,737
557,396

48,628

全国上位

評価

事業費

平成30年度 令和元年度

53,275 47,371

項目 評価
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事業の背景・目的

事業の概要

対象となる私立専修学校に通う、対象となる学生に対して、授業料及び入学金の減免を行う。

○対象となる私立専修学校

→要件
・実務経験のある教員による授業科目が１割以上
・教育について外部人材の意見を反映できる組織体制（法人理事に外部人材を複数配置）
・経営に課題のある法人の設置する学校は対象外

○対象となる学生
住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生
（日本学生支援機構の給付型奨学金の認定要件に同じ）

○減免内容
授業料：年収約380万円未満の世帯に対して、家計の経済状況に応じ、
　　　　196,700円～590,000円の減免
入学金：年収約380万円未満の世帯に対して、家計の経済状況に応じ、
　　　　53,400円～160,000円の減免

○負担割合
私立専修学校　・・・　県1/2、国1/2

学問追求と実践的教育のバランスが取れた私立専門学校で、県による機関要件確認を受けたもの

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

　国の高等教育修学支援新制度に伴う、教育に係る経済的負
担の軽減により、教育の実施的機会均等を図るため、今後も
継続して支援する。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

Ｂ

　私立専修学校において、国の高等教育修学支援制度に伴
い、該当世帯へ授業料・入学金の軽減（最大全額）を行うこ
とにより、保護者の経済的負担の軽減を図り、もって、生徒
の修学の機会の確保に役割を果たしている。
　Ｒ３実績　授業料：３１８人　入学金：１５９人
（Ｒ２実績　授業料：１７８人　入学金：１００人）

事業費累計 0 0 79,532 226,067

40,838 87,780
決算 39,766 73,268

一般
財源

予算

18.4

事業費
予算 175,559
決算 79,532 146,535

81,675

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

私立専修学校における授業料等の減免を行うことにより、学生・保護者の経済的負担の軽減を
図る。

課題
指標 私立専修学校進学率

私立学校における修学上の経済的負担の軽減

17.9 21.116.8 19.4維持

評価 B

単位

令和７年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
目標値 現状値

％

令和2年度 令和3年度

　

主任主事　滝ヶ浦　正尚
電話番号 076 225 1233 内線 3369

施策・課題の状況
施策 建学の精神を尊重した私学の振興

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 私立専修学校授業料等減免事業費補助金
事業開始年度 令和２年度 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 総務課
根拠法令
・計画等

大学等における修学の支援に関する法律
私立専修学校授業料等減免事業費補助金交付要綱

職・氏名
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事業の背景・目的

事業の概要

（補助対象経費）
預かり保育を担当する教職員に対して支給する時間外手当等

（補助額）

早朝 教育時間開始前
平日 終了後 教育時間終了後

（ともに２時間以上） （ともに２時間以上）

休業日

長期

これまでの見直し状況

左記の評価の理由

継
続

　今後も、保護者の就労等により預かり保育のニーズの増加が見
込まれるため、本事業を継続して実施する。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

Ｂ

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

評価
項目 評価

令和３年度　　国の補助要件の見直しにより、平日４時間未満の預かり保育に対する補助を

夏季、冬季､春季の
休業日

　　　　　　　段階的に低減し、令和５年度までの補助とする。

平成１６年度～令和２年度　国の補助要領に合わせて補助単価を改正

　本事業により、私立幼稚園が有する幼児教育のノウハウを活用
した預かり保育の充実を図ることができ、保護者や地域の子育て
を支援することに大きな役割を果たしている。
　（R2：92.6%（25/27園）→R3:集計中）

　　４時間　　　９５０千円

　　５時間　１，３００千円

　　６時間　１，７５０千円

３５０千円

夏季、冬季､春季休業日において
１０日以上かつ１日２時間以上

２２０千円

　補助対象経費の１／２（当該経費に充てるために保護者から徴収した負担金が当該経費の１／２を
超える場合はその超える額を控除した額）と預かり保育の各限度額のいずれか低い額

実施時間 預かり内容 補助限度額（年間）

土・日
長期休業を除く休業日において
１９日以上かつ１日２時間以上

預かり時間が

　　４時間未満　７５０千円

　　４時間　　　８５０千円

　　５時間　１，２００千円

　　６時間　１，６５０千円

１８時以降まで開設する場合

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 私立幼稚園預かり保育推進費補助金

事業開始年度 平成１０年度

　女性の社会進出が進む中で、園児を幼稚園で長時間預かることにより、子育てを支援するととも
に、預かり保育を実施する幼稚園の運営負担軽減を図る。

施策
課題

根拠法令
・計画等

組　　織

指標 長期休業日における私立幼稚園の預かり保育未実施園数

B

令和元年度 令和2年度

私立学校における幼児教育・保育サービスの充実
園

令和3年度

私立学校における子育て支援の充実

　正規の教育時間の前後及び休業日（長期休業日を含む）、保護者の希望により園児を預かる幼稚園
に対して助成する。

評価

単位

令和３年度 平成29年度
目標値

平成30年度
現状値

3367

施策・課題の状況

総務課作
成
者

石川県私立幼稚園預かり保育推進費補助金交付要
綱

職・氏名 専門員　杉本　聡子
電話番号 076 1233 内線225

平成29年度 平成30年度 令和元年度

4 3

事業費
令和2年度 令和3年度

100

15,45428,806 24,743

2

20,573 17,829

集計中

一般
財源

予算 14,403 12,372

事業費
予算

12,216 9,516 6,807 5,573
10,287

決算 26,893 24,432 19,032
8,915

（単位：千円）

事業費累計 398,470 422,902 466,475

13,612 10,929
7,727

決算 13,447
455,546441,934
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事業の背景・目的

事業の概要

障害児　　
視覚障害及び弱視者
聴覚障害者及び難聴者
知的障害者
肢体不自由者
病弱者
身体虚弱者
言語障害者
情緒障害者

これまでの見直し状況

（補助単価の推移）

39,59241,944
43,512 41,944

　障害児教育の充実を図るために、今後も継続して支援するととも
に、制度の周知等により、障害児の受入を促進する。

内線

88.9 92.3100 92.9 91.4
令和３年度 平成29年度 平成30年度 令和2年度

指標 障害児を２名以上受け入れている私立幼稚園の割合 単位

90.0

87,024 83,888
決算 87,024 83,888

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233
事務事業名 私立幼稚園障害児就園対策費補助金

事業開始年度 昭和５５年度
根拠法令
・計画等 電話番号 076

総務課
石川県私立幼稚園障害児就園対策費補助金交付
要綱

職・氏名 専門員　杉本　聡子
225

作
成
者

組　　織

3367

施策・課題の状況

目標値
令和元年度

事業費
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

評価
課題
施策 私立学校における子育て支援の充実

私立学校における幼児教育・保育サービスの充実

現状値
％

令和3年度

B

36,064
87,024

79,184 72,128

43,512

87,024
79,184 72,128

　目標の１００％には至っていないものの、障害児教育を実施する
幼稚園に助成することにより、私立幼稚園における障害のある子
どもの積極的な受け入れや、障害児教育の充実に一定の効果が
あった。
　 障害児を受け入れている幼稚園
　　　R2：88.9%（24/27園）　　R3：92.3%（24/26園）

39,592 36,064 43,512
2,626,116 2,713,140

評価

一般
財源

予算 43,512
決算

左記の評価の理由

事業費累計 2,390,916 2,474,804 2,553,988

　障害者施策の充実を図るため、障害児教育を実施する幼稚園に対し、かかる経費の一部
を助成し、障害児の私立幼稚園への就園を促進する。

Ｈ１２　　　（７７８,０００円）

Ｈ１４年以降（７８４,０００円）

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

B

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

項目 評価

事業費
予算

Ｈ１３　　　（７８２,０００円）

１補助条件　　　２人以上の障害児が在園している私立幼稚園

２対象経費　　　障害児の教育に必要な経常的経費（人件費含む）

３補 助 率　　　障害児１人当たり＠７８４千円（国庫１／２、上限３９２千円）

４障害児の認定　医師の診断書又は療育手帳や身体障害者手帳による。
（単位：千円）


